
東かがわ市教育基本計画

に基づく
今後６年間にとるべき主な取組
基本方針１　地域全体で教育の向上に取り組む
１―①　家庭の教育力の向上を図る
【施策】家庭の教育力の向上に向けた総合的な取組
	事　業　名
	内　　　　　容

	親育ちプログラム(NP)事業

（生涯学習課）

（子育て支援課）
	保護者同士がつながりをつくり、参加者がそれぞれのもつ問題の解決に向けて積極的に参加できるプログラムを実施する。保護者が自信をもって安心して子育てが出来るように、家庭教育への支援の強化を図る。

	平成24年度の主な取組
	認定ファシリテーター養成講座を受講した、生涯学習課・子育て支援課の職員が、年に１回のＮＰ（ノーバディーズ・パーフェクト）を開催した。

	成果及び課題
	当事業も本年度で３年目となり、年１回（講座は全８回）の実施で、未就学児をもつ母親13名が参加し、ＮＰ終了後も参加者同士がつながりを保ち、今後のグループのあり方について積極的に話し合うことができた。また、ＮＰを終了したグループの母親
たちが、自らの子育てについて話し合える場を提供した。
25年度実施に向け、乳幼児健診や家庭教育学級等でのチラシ配布を行うなど、参加者募集の啓発を行った。

	今後の取組
	引き続き実施し、ＮＰを終了したグループの母親が新たに悩みを持つ人に、助言や話を聞いてあげられるような広がりを持ってもらえるよう取り組み、子育てに悩む保護者が、安心して参加できるよう支援体制を構築する。

また、事業名について、市民に分かりやすい名称を検討する。

	
	

	家庭教育学級開設事業

（生涯学習課）
	生涯学習や子育て支援、家庭教育に関する学習の機会を拡充し、保護者が子育てに関する現在のさまざまな課題に対応できるよう、親としての教育力を高め、更には相互の交流や情報交換を図る。

	平成24年度の主な取組
	市内全保育所・幼稚園・小学校（１９施設）で家庭教育学級を開設した。グループ相談事業、人権研修も必修で実施し、充実した取り組みができた。

	成果及び課題
	保護者間の交流、意見交換、また各所・園・校が家庭教育に関するさまざまな工夫を凝らした事業を実施した。より多くの保護者に参加してもらい、一人でも多く家庭教育に関する知識、情報を得てもらえるよう、更なる工夫が大切である。
生活習慣等については、「教育の原点は家庭にある」という視点に立ち、継続的に取り組まなくてはならないものと考えており、機会あるごとに推進していく。

	今後の取組
	今年度のアンケートでも、保護者同士の交流も図れ、また親子で実施する学習もあり、親子の交流も図れて効果があったと思われる。引き続き、参加者にアンケートをとり、実施した家庭教育学級での効果測定及び今後必要な学習のメニューを提供できるよう検討する。


【施策】幼稚園等を活用した子育ての支援

	事　業　名
	内　　　　　容

	家庭教育学級強化事業

（子育て支援課）
	家庭の教育力の向上や子育て支援を目的として、子育てに関する講演会や学習会を家庭教育学級で実施する。

今後、研修内容として食育教育や相談事業を特に強化して実施する。

	平成24年度の主な取組
	保護者が参加しやすい内容、実施方法を心がけた。医師による子育て講話、管理栄養士による栄養講話、栽培収穫した野菜で親子料理、家庭教育推進専門員による子育て談話等、幼児期の家庭の役割について理解を深めた。

	成果及び課題
	各幼稚園で８～１０回実施した。親子の活動日や参観日に合わせるなど実施日を工夫することにより参加率の向上に繋がった。

また、クラスごとに実施したことで参加率が100％になった幼稚園もある。保護者同士の交流ができ、情報交換の場も増えた。

園通信等を利用した子育て情報の提供も好評だった。

	今後の取組
	親子のふれあいの場から保護者が学べる場へとつながるように子育て支援の情報を積極的に提供する。


【事務点検評価委員の意見、提言】

　親育ちプログラム事業、家庭教育学級開設事業、家庭教育学級強化事業は、毎年さまざまな工夫がみられ、高い参加率を得て、順調に進行していると思われる。これらが、「親子のふれあいの場」から「保護者の学べる場」へと繋がっていくものと思われ、高く評価できる。今後も広く普及されることを期待したい。ただ、「親育ち」「親育て」という言葉は、規定の用語ではあるが、市民には聞き慣れない言葉であり、今後の啓発においては工夫されることを望みたい。

また、「教育の原点は家庭にある」ことを、さまざまな機会をとらえ、一層周知、啓発するとともに、地域全体で家庭教育の支援に取り組める施策が、今後も必要であると考える。


１―②　家庭・学校・地域の連携・協力を強化し、地域全体の教育力の向上を図る

【施策】地域ぐるみで学校を支援し子どもたちを育む活動
	事　業　名
	内　　　　　容

	ボランティア活動事業
（学校教育課）
	各校でボランティア活動に取り組んでもらえる地域人材を募集し、子どもたちと共に活動する場を設けることで、地域・学校・保護者をつなぎ、地域ぐるみで子どもたちを育む。

	平成24年度の主な取組
	全小学校と１中学校で読み聞かせや登下校時の見守り活動、教科等の学習(プリムラ苗植え、サトウキビ栽培、陶芸等)での支援などを行った。

	成果及び課題
	児童生徒は、ボランティアと共に生き生きと活動に取り組んでいる。

今後、高齢化、少子化が進み、地域とのつながりがさらに必要とされるため、学校と地域をつなぐボランティアをより一層広げていく。

	今後の取組
	今後も継続して実施し、学校に必要なボランティア活動について、広く人材の募集を行う。


	学校支援ボランティア推進事業

（生涯学習課）
	地域住民がボランティアとして学校の教育活動を支援する「学校支援地域本部」を設置し、地域全体で学校教育を支援する体制づくりを行う。

	平成24年度の主な取組
	引田小学校、引田中学校、三本松小学校の３校で実施した。通学、クラブ活動、学校行事、読書ボランティア、環境整備の支援を行った。

	成果及び課題
	引田中学校では、生徒が読み聞かせのワークショップを受け、引田小学校の児童に読み聞かせをするなど、支援を受けるだけでなく、その後の活動に広がりをもてた。また、三本松小学校のクラブ活動の支援では、専門の先生を招くことでより高度な技術を習得できる機会を得ることができた。
平成２５年度から三本松小学校において、専属の学校ボランティアコーディネータを配置できるように学校と調整し、人員確保等の準備をした。

	今後の取組
	現在３校で実施しているが、更に学校との連携を密にし、学校が望む支援ができる体制を構築する。
三本松小学校では、大内小学校への統合までの間、児童が統合時にスムーズに移行できるよう、専属のコーディネーターが学校内部から見て、必要と感じるさまざまな支援を学校と調整し、進めていく。
学校教育のニーズに応じ、地域人材を効果的に導入するため、地域人材の情報を収集、整理して、人材バンクを充実させ、プラットホーム機能の確立を図る。


【施策】家庭・地域と一体になった学校の活性化
	事　業　名
	内　　　　　容

	学校活性化事業

（学校教育課）
	運動会や文化祭等、学校で開催する行事について、家庭、地域、自治会等の協力を得て一体化実施を推進する。

（モデル校：福栄小学校、大川中学校）

	平成24年度の主な取組
	運動会で地域との合同競技等の実施、マラソン大会への協力、地域住民と共に竹細工、わら細工などの伝承細工の実施、文化祭の合同実施等を行った。

	成果及び課題
	家庭、地域、自治会等の協力により、児童生徒がふれあいの機会をもち、地域への愛着をもつことにつながっている。

	今後の取組
	運動会で実施している学校が多いが、他の行事にも拡大できるよう調整する。


【施策】放課後や週末の子どもたちの体験・交流活動等の場づくり
	事　業　名
	内　　　　　容

	わくわくチャレンジ教室開催事業

（生涯学習課）
	学校週５日制で休日となった土曜日に、小学生を対象に地域住民が講師となって各種教室を開催・運営する。参加している子どもたちが、地域の講師や学校・学年の違う子どもたちと交流しながら各種の体験をすることにより、地域の教育力の向上を図る。

	平成24年度の主な取組
	小中学校の児童・生徒１８７名が参加し、料理教室、お茶・お花教室など１４教室を開講した。

	成果及び課題
	児童の自主性や社会性を育てる活動や機会の充実が図られた。
異なる学校、また、異学年の生徒・児童との交流も図られ、さまざまな体験の場を提供することが出来た。
土曜日授業の実施に伴い、受講生の数が減少している。

	今後の取組
	　子どもたちが自主性や社会性を育て、豊かな心を育むよう健全育成に努める。
　土曜日授業と少年少女発明クラブ等、土曜日開催の行事について日程を調整する等、実施方法を検討する。

	

	少年少女発明クラブ開催事業

（生涯学習課）
	子どもたちが科学的な発想のもとに創意工夫に基づく製作活動を行う場を提供し、適切な助言のもと科学的な見方や考え方及び自主性を育てる。また、作品を完成させる喜びを味わわせることで、豊かな人間形成にも寄与する。

	平成24年度の主な取組
	毎月第２･４土曜日に白鳥本町コミュニティセンターにおいて、会員１９名・指導員１４名で、実施した。
第６８回香川の発明くふう展での入賞に向けて、それぞれが創意工夫を凝らした作品づくりを行った。

	成果及び課題
	第６８回香川の発明くふう展に出展し、香川県発明協会会長奨励賞１名、東かがわ市長賞１名、平賀源内先生顕彰会会長賞１名、香川県発明協会会長賞１名受賞した。
また、団体においては、東かがわ市少年少女発明クラブが奨励賞を受賞した。

	今後の取組
	次代を担う青少年に、「ものづくり」に親しむ環境を整え、ものづくりに携わる人材育成に努める。
本市の先人の偉業等も学習できる機会を検討する。
平成25年度からロボットを主体としたロボット教室を、新たに取り入れ、子どもたちの思考・技術能力の向上を図る。
土曜日授業と少年少女発明クラブ等、土曜日開催の行事について日程を調整する等、実施方法を検討する。

	

	放課後子どもプラン事業

（生涯学習課）
	学習アドバイザーや安全管理人の確保をはじめ、各教室の内容の充実に努めるとともに、行政と学校、地域、保護者との交流の中で、一層の連携を図る。また、放課後子ども教室(推進事業)と放課後児童クラブ(健全育成事業)の良い面を取り入れながら一体的に実施し、放課後子どもプランの充実を図る。

	平成24年度の主な取組
	引田小学校区では、放課後児童クラブ、子ども教室を一体的に実施した。また、その他４校区では子ども教室のみを実施した。

	成果及び課題
	各教室とも工夫し、充実したプログラムを展開できた。学校から教室までの移動距離が長いところは、危険が多く安全管理員・アドバイザーを中心に、子どもたちの安全には、十分留意し、安全安心な居場所づくりを提供した。また、スタッフを増員し、安全の確保に努めた。今後も特別な支援の必要な児童の加入も考えられ、スタッフの研修、増員が急務となっている。
学校再編に伴い、平成25年度から大内小学校においても、子ども教室が実施される予定であり、施設、スタッフ等の準備を進め、スムーズに事業が行えるよう取り組んだ。

	今後の取組
	参加児童の保護者にこの事業の趣旨について、理解、協力を得、適切な運営を図る。
今後の学校再編を考慮し、教室開催日の増加を見込み、放課後子ども教室コーディネーター及びスタッフの養成に取り組む。


	放課後児童クラブ健全育成事業

（子育て支援課）
	放課後の子どもの居場所として、遊具等の充実を図り安全で安心な環境を確保する。今後も待機児童をつくらないことを目指す。

	平成24年度の主な取組
	　大内小学校放課後子どもプラン（児童クラブ）開設に向けた準備、調整及び例規整備を行った。あわせて誉水・丹生小学校放課後児童クラブを廃止した。

	成果及び課題
	　引田小学校放課後児童クラブの実施状況と他の児童クラブの現状を踏まえ、開設時間及び会費を統一するとともに、大内小学校放課後子どもプランの運営方法を決定し、施設整備等を行った。

　指導員を対象に、さぬき子どもの国と香川東部養護学校の講師を招き、遊びの体験型研修や特別支援講習会を行った。

	今後の取組
	指導員確保に努めるとともに、子どもへのかかわり方、支援の方法について研修を重ね、指導員の資質向上に取り組む。


【施策】青少年を有害環境から守るための取組
	事　業　名
	内　　　　　容

	有害環境対策推進事業

（生涯学習課）
	　青少年のインターネットの適切な利用に関する教育及び広報啓発活動、フィルタリングの利用普及を推進する。さらにインターネット上のトラブルに関しては、ネットアドバイザー(県教委)の役割等を周知し、相談を促進する。

	平成24年度の主な取組
	市広報紙２月号で『安全にインターネットを楽しもう！』と題し、「情報モラルの厳守」「フィルタリングの活用」「家庭でのルールづくり」についての広報を行った。
小学校６年生保護者、市Ｐ母親代表委員対象に、携帯電話の危険性について「さぬきっ子、安全・安心ネット指導員」によるネット学習会を開催した。
市内のＪＲ４駅に設置している白ポストをチェックし、有害雑誌等の回収を月２回実施した。

	成果及び課題
	個人の利用形態も多様となり、同一の広報手段だけでは目的を果たすことが困難になりつつある。また、保護者の意識が安全性よりも利便性に向いている傾向もみられ、そういった観点からも、携帯電話の安全な使い方について学ぶ場を保護者に提供する必要がある。
有害雑誌等の回収は、有害雑誌552冊、有害ＤＶＤ337、有害ＶＴＲ82本枚を数えた。対前年と回収状況を比較すると、有害雑誌が79％、有害ＤＶＤが45％、有害ＶＴＲテープが112％であった。

	今後の取組
	香川県青少年保護育成条例の改正点について、市民に広報するとともに、インターネットの適切な利用に関する広報啓発活動を引き続き実施をする。
保護者を対象に携帯電話の安全使用について学ぶ機会が、より多くの保護者に設けられるよう、市Ｐ連等に「ネット学習会」の開催を働きかける。
市内のＪＲ４駅に設置している白ポストのチェック・回収を継続する。


【施策】関係機関の連携による子ども、若者、家庭等に関する支援
	事　業　名
	内　　　　　容

	ネットワーク支援事業

（教育支援センター）
	市内の関係機関、幼稚園、保育所、小学校及び中学校をスクールソーシャルワーカーが定期的に訪問し、関係機関職員との連携を深め、問題の早期発見と対応、未然防止を行うことを目指す。また、平成２２年度から支援対象を「市内の子どもたち」に拡大し、幼稚園・保育所への定期訪問を開始し、子どもへの長期的な支援について関係機関と連携を行っていく。幼稚園、保育所へは子育て支援課相談員と共に訪問し、関係機関とのスムーズなつながりのある支援を展開する。

	平成24年度の主な取組
	毎月、各関係機関に定期訪問を実施し、問題の早期発見や対応を行うことができた。
本年度は、各関係機関からの紹介等で個別相談が多く寄せられ、各関係機関とも連携を取りながら、定期的な面接相談が行われた。
希望する市内小中学校に、ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸﾄﾚｰﾆﾝｸﾞやｿｰｼｬﾙｽｷﾙﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ、心理テストの授業などを行った。また、WOWWｱﾌﾟﾛｰﾁによる授業参観や各関係機関への講演活動なども積極的に行った。

	成果及び課題
	それぞれの専門アドバイザー(医者、臨床心理士、スクールソーシャルワーカー)の専門性を生かした活用ができた。
小・中学校に新しく入学した児童生徒について、新しい担任等に支援等の引き継ぎを行った。
相談対象者の総件数は、2,657件で、内、直接支援・面接等を行ったケースは、575件であった。また、児童生徒に対する授業を75回、授業参観62回、ケース会は45回であった。
相談ケースやニーズの増加、ケースの困難さなどが課題である。

	今後の取組
	多様なニーズに対応して相談窓口の一本化を図り、それぞれのニーズに沿った対応ができるように、相談体制の充実などについて検討する。

	

	子育て支援ネットワーク事業

（子育て支援課）
	地域交流だけでなく、子育て支援に関わる団体同士の連携を深めるため、２か月毎に子育て支援ネットワーク会議を開催し、子育て支援に関する情報交換や交流活動、子育ての情報発信の拠点として活動する。

また、職員の資質向上のために、各種団体と合同で定期的に研修会や講演会を開催する。

	平成24年度の主な取組
	子育て支援関係団体で構成する子育てネットワーク会議及び子育て支援センターネットワーク会議において、情報交換及び今後の子どもフェスティバルの開催について協議するとともに、子育て支援情報を掲載した冊子を作成した。また、従事者対象の研修を実施した。

	成果及び課題
	開催回数　子育てネットワーク会議：４回

子育て支援センターネットワーク会議：６回

子どもフェスティバルは休止する。

子育て応援ハンドブックを作成した。

研修：発達障がい児への対応について（２４名参加）

	今後の取組
	地域の課題に対する情報共有と共通認識を深めるため、会議の開催方法、構成団体を見直す。

子どもフェスティバルに代わる情報発信、団体間交流の機会をつくる。


【事務点検評価委員の意見、提言】

　　多くの事業に取り組み、成果を上げている。特に、「子育て応援ハンドブック」
は、家庭・地域の連携・協力を推進していくために有効であり、それぞれの役割分
担や窓口を明確にしている点が評価できる。少子化対策として、なお一層啓発活動
に推進していただき、子育てしやすい市として、前進して欲しい。

また、放課後子どもプラン事業及び放課後児童クラブ健全育成事業は、プログラ
ムの充実・スタッフの増員・研修など積極的に取り組んでおり、高く評価できる。
引き続き、小さな問題にも心配りや目配りを行い、安心安全な居場所づくりや、異
年齢交流の中で成長できる環境づくりに努めていただきたい。さらに、関係各課に
おいては、子どもたちの様子など現場の状況を把握し、スタッフのモチベーション
維持にも努めていただきたい。なお、放課後子どもプラン事業、放課後児童クラブ
健全育成事業は、名称が類似し、子どもや保護者や地域の人に分かりにくい。事業
統合などの工夫が望まれるが、監督官庁の相違もあることで、子どもや保護者を始
め、関係者にはそれぞれの事業内容を把握してもらい、引き続き充実した活動を展
開していただきたい。

少年少女発明クラブ開催事業は、子どもたちがものづくりの大切さを学ぶ機会に
なる。事業名や開催場所を工夫するなど、多くの子どもたちに広がっていくよう、
さらなる対応を望みたい。


１－③　たくましく生きるために体力の向上や健康教育の推進を図る
【施策】家庭、学校、地域の連携による子どもの体力向上
	事　業　名
	内　　　　　容

	学校活性化事業

｛１－②再掲｝

（学校教育課）
	小学校で開催される運動会等の体力向上につながる行事について、家庭、地域、自治会等の協力を得て一体化実施を推進する。

	平成24年度の主な取組
	運動会で地域との合同競技等の実施、マラソン大会への協力、地域住民と共に竹細工やわら細工等の伝承細工の実施、文化祭の合同実施等を行った。

	成果及び課題
	家庭、地域、自治会等の協力により、児童生徒がふれあいの機会をもち、地域への愛着をもつことにつながっている。

	今後の取組
	運動会で実施している学校が多いが、他の行事にも拡大できるよう調整する。

	

	社会体育部活用事業

（学校教育課）
	中学校部活動において、多様なニーズに対応し、社会体育と一体化した活動が可能となるよう、保護者・外部指導者・学校の共通理解を促し、生徒の健全な活動を推進する。

	平成24年度の主な取組
	剣道、ソフトテニス、水泳、野球、バドミントン、卓球、柔道、バレー等の部活動に外部指導者を要請して活動している。

	成果及び課題
	外部指導者がスポーツ少年団や社会人の指導者も兼ねている場合、部活動とそれ以外の活動の区別がつきにくい面がある。また、保護者である場合は、他の部員や保護者との共通理解が必要となる。

部活動顧問が代わったときの引き継ぎが大切であるので留意したい。

	今後の取組
	継続して実施する。

	

	土曜日授業モデル事業

（学校教育課）
	小学校における土曜日の使い方に焦点を当てて、学校週５日制の趣旨を踏まえた土曜日授業をモデル的に実施し、成果の検証を行う。（平成24年度モデル校：本町小学校、白鳥小学校、福栄小学校）

	平成24年度の主な取組
	本町小学校に加え、新たに白鳥小学校及び福栄小学校をモデル校に指定し、各校において学校課題解決のため、それぞれ校長の方針を反映した特色のある土曜日授業（地域連携型、大学連携型、長期休業併用型）を実施した。

	成果及び課題
	　全体を通して、平均約８割の児童が参加した。

　平成２４年度から新たにモデル校となった白鳥小学校では、大学連携型として、国立大学法人鳴門教育大学との連携の中で、学生によるブロック教室と算数教室を中心に取り組んだ。平成２４年１２月に児童を対象としたアンケート調査を実施した結果、ブロック教室を「楽しかった」と答えた児童は９１．１％、算数教室を「楽しかった」と答えた児童は８５．５％となり、高い満足度と評価を得ることができた。長期休業併用型を実施した福栄小学校では、平成２４年１２月のアンケート調査の結果、「楽しかった」と答えた児童が８５．３％、「子どものプラスになっている」と答えた保護者が１００％となり、次年度の実施につながる結果となった。

	今後の取組
	平成２５年度は、事業の位置付けをモデル事業から変更し、本町小学校、白鳥小学校及び福栄小学校に、三本松小学校を新たに加えた市内４小学校で本格的に事業に取り組んでいく。

また、小中連携校である引田小学校及び大内小学校についても、小中連携を生かした土曜日授業が実施できるよう、今後検討する。


【施策】学校給食の充実
	事　業　名
	内　　　　　容

	食育推進事業

（給食センター）
	安全でおいしい学校給食の提供に努める。健やかな心身の育成に必要な栄養バランスの取れた食事の摂取方法や食に関する正しい知識と理解を深める学習に取り組む。保護者へはさまざまな機会を捉え、食育の啓発を行う。

	平成24年度の主な取組
	学校での食育として、年間指導計画に基づき、教科・学科・給食時間に、食に関する指導をした。指導の内容を整理し、食育プランを作成中である。

家庭での食育として、給食試食会・家庭教育学級で、保護者に対し食の現状や朝食の重要性、野菜の摂取等のテーマで講話を実施した。

東かがわ市市制１０周年事業「食べたい・食べさせたい給食メニューコンクール」を実施した。

市ホームページの食育コーナーを毎月更新し、提供している給食やレシピを公開して、学校給食への関心を高めた。

	成果及び課題
	指導希望校との指導者数のバランスを欠く中、全園・学校に出向きさまざまなテーマで指導を実施した。しかし、人的・時間的問題で、栄養教諭・栄養職員が学校を訪問しての食育を推進していくには限りがあり、栄養教諭の増員が望まれる。

	今後の取組
	学校における食に関する指導の充実のため、栄養教諭は学校全体で行う食育をサポートしていくという方向での食育を進める。

また、学校給食の献立を教材とし生活習慣病を予防するという観点から、献立内容の見直しを行う。

地域の食育では、給食だよりとホームページの食育コーナーの内容を連携させて更新するなど、食育の啓発を行う。


【施策】家庭、学校、地域の連携による食育と地産地消の充実

	事　業　名
	内　　　　　容

	食育推進活性化事業

（給食センター）
	食育推進役となる指導者の育成及び外部から各分野の専門家を起用し、食育の充実を図る。

	平成24年度の主な取組
	給食の時間を中心として教科等と関連付けた食育が推進できる

よう、生きた教材となる学校給食を提供した。

栄養教諭等が教職員と連携して、食に関する指導を行い、園児・児童生徒の望ましい食習慣の定着に努めた。

給食メニューコンクールの開催や地場産物の取り入れなど、家庭や地域との相互連携を積極的に進めた。

	成果及び課題
	栄養教諭等による指導や給食メニューコンクールの開催を通して給食への関心を高めることができた。

更に、家庭や地域との相互連携を進め、食育への一層の理解を深める必要がある。

	今後の取組
	継続して実施する。


	地産地消推進事業

（給食センター）
	地域生産者との交流活動等から身近な地産物に関する知識を深める。また、学校給食などをとおして、新鮮な地産物の味や旬の味を感じるとともに、家庭・地域と連携して伝統的な郷土料理を継承するなど、地産地消の推進を図る。あわせて、地産地消が自然環境を保全する認識を深める。

	平成24年度の主な取組
	学校給食における地場産物の更なる活用のため、各関係機関と連携してその拡大に努めた。

また、給食だよりやホームページ（学校給食センターの食育）等において、東かがわ市産の食材を学校給食で使っていること、ふるさと給食で地元の食材を使っていることなどを紹介した。

１月の全国学校給食週間には、東かがわ市特産の産物についての資料を作成し、市内小・中学校で掲示をした。

	成果及び課題
	　地産地消率について、各関係機関と連携を図り、学校給食における地場産物の割合が３７.３％と、「かがわ食育アクションプラン」の平成２７年度目標値の３５％をクリアした。　

	今後の取組
	　積極的な地場産物の活用により、安心安全な学校給食を提供できるよう地産地消率を平成２７年度には、３６％とすることを目標とする。


【施策】家庭、学校、医療機関等の連携による健康教育
	事　業　名
	内　　　　　容

	「早寝早起き朝ごはん」推進事業

（生涯学習課）
	家庭教育学級、給食試食会等の機会を捉え、子どもの生活リズムの大切さについて、保護者への啓発を行う。

	平成24年度の主な取組
	家庭教育学級開講式や小学校入学説明会等の機会を捉え、規則正しい生活習慣の重要性について簡易な冊子を作成し、啓発活動を行った。また、「我が家のルール表」を作成し、親子での生活習慣のあり方を考える機会のきっかけづくりの一つとして、夏休み前に配布した。

	成果及び課題
	同じような内容であっても、再三耳にすることによって、保護者への意識付けの一助となっている。しかし、長年の習慣を変えることは容易ではないので、根気よく続けていかなければならない。
今年度は、簡易な冊子をオリジナルで作成し、「早寝早起き朝ごはん」－見直そう子どもの生活習慣－と、標記したクリアホルダーも作成し、配布する事で視覚にも訴えた。

	今後の取組
	保護者が集まる機会を捉え、これまで同様、生活習慣の大切さについて、継続的な啓発活動を行う。


	小児生活習慣病予防健診事業
（学校教育課）
	予防健診をとおして児童生徒の食生活や運動習慣の改善などの指導を行うことで、小児生活習慣病の予防に役立てることを目指し、予防健診事業を実施する。

	平成24年度の主な取組
	５月から１２月にかけて小学校５年生、中学校１年生及び昨年度の有所見者として判定された児童生徒を対象とした小児生活習慣病予防健診を実施した。

	成果及び課題
	小学生３０８名、中学生２７８名、合計５８６名に小児生活習慣病予防健診を実施した。受診者のうち、小児メタボリックシンドローム該当者は２１名で３．６％となり、前年度比マイナス０．５％となった。また、各学校において、小児メタボリックシンドローム該当者を含む有所見者に対する事後指導として、医師による３か月後の診察、養護教諭、学校栄養教諭による個別指導等を実施するとともに、保健課が実施する「東かがわ市子どもの健康づくりにおける地域・学校保健連携事業」との連携を図り、保健師による親子健康相談等を実施した。

学校教育課担当者及び小・中学校養護教諭の代表が会員となっている市食育連絡会で、本事業の概要と結果について報告するとともに、健診結果を踏まえながら、学校、地域及び家庭への食育についての啓発方法等について協議した。

	今後の取組
	引き続き実施し、小児生活習慣病の早期発見や生活習慣に関する事前アンケートと健診結果のデータを分析し、予防に取り組むとともに家庭、学校及び関係機関との連携を図りながら事業を実施する。


	食育啓発事業

（子育て支援課）
	各幼稚園の家庭教育学級で、定期的な食育教育を実施する。実施内容を工夫して参加者を増やし、子どもも保護者も食べ物に対する興味や関心を持てるよう食育教育を継続実施する。

	平成24年度の主な取組
	栄養教諭の指導の下、講話、試食会を開催した。

地域の方の協力を得てのバケツ稲作り、野菜栽培、収穫をクッキングにつなげて、食材への興味や関心を持ち、楽しんで食べようとする気持ちを育てた。

生活調べも継続的に行い家庭と協力して「早寝、早起き、朝ごはん」の習慣化を図った。

	成果及び課題
	生活調べでは、ほとんどの園児が朝ごはんを摂っていた。さらに、栄養教諭の指導・助言により、栄養価の高い食材を選択する力を習得した。

栽培活動から収穫クッキングまで保護者と一緒に体験することで、家庭でも生かしてみようと関心が高まった。

また、クッキング保育において、子どもたちがメニューを考えて取り組んだことが、子どもたちの苦手な食材の完食につながった。

	今後の取組
	食材の栄養と健康な体づくりの関わりを個人懇談や園通信等で啓発する。


【事務点検評価委員の意見、提言】

　　全国的にも先駆的な取り組みである「土曜日授業モデル事業」は３年目を迎え、
充実してきた。この事業は、モデル事業からスタートし、現在は４校に広がってお
り、それぞれの地域性や学校の特性を生かし取り組んでいることは、高く評価でき
る。また、地域住民や関係団体、鳴門教育大学などの協力を得ていることは、全国
的なモデルになるものと思われる。保護者や児童のアンケート結果も好評のようで
あり、今後に繋げていただきたい。あわせて、教職員の勤務の問題や、実施してい
ない学校とのバランスなどにも配慮が求められるが、通常の授業ではできないさま
ざまな体験を通し、知識のみならず人格を備えた大人へと成長できることを、大い
に期待している。なお、この事業は、２－①（知識・技能や思考力・判断力・表現
力、学習意欲等の「確かな学力」を確立する）に、一本化できるよう、引き続き検
討して欲しい。

　　食育と地産全消の充実を一層図らなければならないが、小児生活習慣病予防健診
で小児メタボリックシンドローム該当者は、調査結果から２１名で３．６％になっ
ていることが気かがりである。家庭、学校、医療機関等が連携して、食生活の改善
と運動の習慣を身につけることを基本に、給食、食育・健康教育など抜本的対策を
立てる必要がある。特に、家庭での取り組みについての啓発活動が、急務で重要
である。あわせて「早寝、早起き、朝ごはん」の生活習慣の大切さを啓発していく
ことが一層望まれる。


２－①　知識・技能や思考力・判断力・表現力、学習意欲等の「確かな学力」を確立する
【施策】総合的な学力向上策の実施
	事　業　名
	内　　　　　容

	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(ふるさと),故郷)教材編集推進事業

（平成23年度完了）
（学校教育課）
	小学校３・４年生の社会科学習と関連して、地域教材の開発に努め、副読本を編集することにより、地域の産業や伝統、地域の発展に尽くした先人たちについて学ばせ、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(ふるさと),故郷)への誇りと愛情を育む。

	平成24年度の主な取組
	

	成果及び課題
	

	今後の取組
	


【施策】学力調査等の結果を活用した学習指導と生活指導の改善への支援
	事　業　名
	内　　　　　容

	家庭学習・学習規律の充実推進事業

（学校教育課）
	学校訪問や校長との目標面談等の際に、家庭学習の習慣化・学習規律の徹底に向けた指導・助言を行う。

	平成24年度の主な取組
	学校訪問の指導の際や市内現職教育主任研修会において、県教委作成「4つのアクション」リーフレットや県学習状況調査結果から分かる本市の児童生徒の実態を提示し、学習規律・家庭学習の指導について助言した。

　各校では、学習規律の指導内容の共通理解・共通実践と共に、家庭学習の手引を作成、配布して指導している。
また、保護者にも機会を捉えて家庭学習の習慣化への協力を依頼している。　

	成果及び課題
	各学校において、学習規律の徹底と家庭学習の習慣化への意識向上が見られた。

	今後の取組
	県教委作成（平成２５年３月）の冊子「さぬきの授業基礎・基本～子どもに学びのときめきを～」を活用した指導を新たに加え、今後も継続して実施する。


	土曜日授業モデル事業
｛１－③再掲｝

（学校教育課）
	小学校における土曜日の使い方に焦点を当てて、学校週５日制の趣旨を踏まえた土曜日授業をモデル的に実施し、成果の検証を行う。（平成24年度モデル校：本町小学校、白鳥小学校、福栄小学校）

	平成24年度の主な取組
	本町小学校に加え、新たに白鳥小学校及び福栄小学校をモデル校に指定し、各校において学校課題解決のため、それぞれ校長の方針を反映した特色のある土曜日授業（地域連携型、大学連携型、長期休業併用型）を実施した。

	成果及び課題
	　全体を通して、平均約８割の児童が参加した。

　平成２４年度から新たにモデル校となった白鳥小学校では、大学連携型として、国立大学法人鳴門教育大学との連携の中で、学生によるブロック教室と算数教室を中心に取り組んだ。平成２４年１２月に児童を対象としたアンケート調査を実施した結果、ブロック教室を「楽しかった」と答えた児童は９１．１％、算数教室を「楽しかった」と答えた児童は８５．５％となり、高い満足度と評価を得ることができた。長期休業併用型を実施した福栄小学校では、平成２４年１２月のアンケート調査の結果、「楽しかった」と答えた児童が８５．３％、「子どものプラスになっている」と答えた保護者が１００％となり、次年度の実施につながる結果となった。

	今後の取組
	平成２５年度は、事業の位置付けをモデル事業から変更し、本町小学校、白鳥小学校及び福栄小学校に、三本松小学校を新たに加えた市内４小学校で本格的に事業に取り組んでいく。

また、小中連携校である引田小学校及び大内小学校についても、小中連携を生かした土曜日授業が実施できるよう、今後検討する。


【施策】学校の創意工夫による取り組みへの支援
	事　業　名
	内　　　　　容

	小･中連携教育推進事業

（学校教育課）
	９年間を通した児童生徒の健全な育成を目指し、小･中学校双方の利点を生かしながら、相互に連携しあって、より充実した特色ある教育活動ができるよう支援する。

	平成24年度の主な取組
	引田小・中学校においては、小中併設校のメリットを生かし、小中合同で職員会議など開き、９年間を見通した教育のあり方について協議、指導実践にあたった。

大内小学校の開校に向けて、丹生小学校と誉水小学校の２校において、教職員が共に現職教育に取組むとともに、児童同士の交流の場を設定し、人的、物的、組織的な面での共有化を図った。

	成果及び課題
	引田小・中学校では、小中連携した行事や授業実践を行った。大内小学校の開校向けて、旧両小学校において、人的、物的、
組織的な調整が行われ、新年度を円滑にスタートできた。
なお、全ての中学校区で、「小中連携スクールプログラム」の計画に基づき、小中連携を行った。

児童は、授業の一環として、交流の場が設定されたことで、学習に対する目的意識や相手を思いやる気持ちが明確となり、主体的に児童間での交流が行われる場面も見られた。

	今後の取組
	引田中学校は、平成25年度学力向上モデル校として県の指定を受け、「分かる授業づくり推進事業」に取り組み、それぞれ小中連携による教育の深化・充実を目指した研究を行う。

大川中学校・大内小学校は、平成25年度特定小中連携推進事業実施校として、市の指定を受け、「小中連携の特色を生かした教育活動の推進」を研究主題とし、小中連携による教育実践を行う。　　　　　　　

なお、県、市の指定は受けていないが、白鳥中学校区でも、「小中連携スクールプログラム」に基づき、小中学校の教員の交流や研修、小学生と中学生の積極的な交流を推進し、９年間を見通した生徒指導や学習指導に取り組む。


【施策】「確かな学力」を育てるきめ細やかな指導の充実
	事　業　名
	内　　　　　容

	教員配置事業

（学校教育課）
	複式学級では、異なる学年の子どもたちが一人の教師のもとで授業を受けるため、子どもたちの学習内容や授業の進め方等において困難が生じがちである。この困難を解消するため、市内の複式学級を有する学校に非常勤講師を配置し教育の充実を図る。

	平成24年度の主な取組
	福栄小学校において、複式学級を解消するため、市費担任講師を２学年担任として１名配置した。

あわせて、市費非常勤講師も１名配置して、音楽指導の充実に努めた。

	成果及び課題
	複式学級解消により、１学年１学級できめ細かな指導が可能になり、児童が落ち着いて学習に取り組める環境をもたらした。

	今後の取組
	平成２５年度は、複式学級は解消するが、児童生徒の学習と生徒指導を充実するため、１人でも多くの教員を配置できるよう、県へ引き続き要望する。


	保幼小連携事業

（子育て支援課）
	保育所・幼稚園に通う子どもたちが、小学校入学後の生活にスムーズに移行することができるよう、保幼小の随時交流活動等を行い、よりよい連携の方法を深る。

	平成24年度の主な取組
	年度当初に幼小はお互いの教育内容について相互理解を図り、幼小連携の年間計画を作成し、交流を継続的に取り組んでいる。

	成果及び課題
	　幼少連携年間計画に沿って、各幼稚園８～１０回の交流を実施した。保育、授業参観、行事等だけでなく小学校の休み時間を利用した交流も重ねた。
児童園児の交流だけで終わらせず、幼小の職員間の研究協議の場や合同研修会を継続して実施することにより、双方で子どもの発達を把握し、見通しをもって指導するよう努める。

	今後の取組
	幼児期から児童期へ長期的な視点で子どもの発達を捉え、連携を推進する。


【事務点検評価委員の意見、提言】

　次代を担う子ども一人一人が基礎的、基本的な知識や技能を習得し、それを活
用して課題を解決する思考力、判断力、表現力等の能力及び主体的に学習に取り組
む意欲や態度を培い、「確かな学力」を確立すべきものと考える。特に、保幼小連
携事業や、小・中連携教育推進事業は、校種の違いと利点を生かし、より充実した
活動になるよう工夫していくことが望まれる。

故郷への誇りを育むため、故郷教材編集推進事業が、次回の改訂でさらに充実し
ていくことを期待する。


２－②　規範意識を養い、豊かでEQ \* jc2 \* "Font:ＦＡ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(やす),康)らかな心と健やかな体をもつ子どもを育成する

【施策】豊かな心を育むための体験活動や道徳教育の充実

	事　業　名
	内　　　　　容

	子ども会育成事業

（生涯学習課）
	子ども会活動に対する理解を深め、少子化に伴う子ども会の団体及び会員の確保とリーダー及び指導者・育成者の養成のため講演会等を行う。

	平成24年度の主な取組
	　子ども会リーダー及び指導者・育成者の養成のため「指導者研修会」を開催した。
　また、子ども会活動、異学年交流の活性を図るため、支部ごとに子ども会対抗のスポーツ競技を開催した。

	成果及び課題
	　３支部で７３２名が参加して実施され、子ども会同士のつながりもでき、かつ異学年交流も図ることができた。

	今後の取組
	　支部ごとに自主的に運営できるよう、さらに各単位子ども会の活動を活発化させる。
　これまで、あまり実施されなかったキャンプ、ラジオ体操も積極的に取り組めるよう啓発していきたい。


	道徳教育の推進事業

（学校教育課）
	全ての小・中学校で選任されている道徳教育推進教師を中心に、学校の特性や状況に応じた道徳教育の推進を図る。

	平成24年度の主な取組
	学校において、道徳教育推進教師を中心に、学校行事や教科等の学習内容に関連させ、発達段階に応じて主題を適正に配列した年間計画を作成し、道徳の時間の指導を行った。また、道徳の時間だけではなく、学校の教育活動全体を通して、道徳的価値観の育成と発展に努めた。

全ての小学校で、保護者との連携を図りながら道徳の授業実践に取り組んだり、県教委主催「いのちのせんせい」派遣事業を利用し、講師の体験談等により、生きることの意味や命を大切にする心を育む時間を設定したりするなど、各校で工夫して取組を進めた。

	成果及び課題
	小・中学校が、県教育委員会に道徳教育実践事例を提出し、広く県内全体に道徳教育の取組の普及啓発を図った。

	今後の取組
	継続して実施する。


【施策】人権意識の高揚を図るための教育推進

	事　業　名
	内　　　　　容

	人権・同和教育研究指定校事業

（人権推進室）
	東かがわ市人権・同和教育授業研究会において、公開授業及び事後の協議を行うことにより、異校種間、関係諸機関との連携を図り、人権・同和教育の充実を図る。

	平成24年度の主な取組
	６校・２施設が、人権教育研究の公開授業、公開保育を実施（計８回）し、他校・施設職員や関係者が参観後意見交換を行った。

	成果及び課題
	公開授業、公開保育を計画・実施し、関係者との意見交換をすることで、今後の取組みに対する内容の充実が図れた。

	今後の取組
	公開授業、公開保育を継続実施し、参加者からの意見も取入れ、各校、施設での日々の人権教育に反映させる。


	人権・同和教育研究会事業
（人権推進室）
	就学前、小･中学校等人権・同和教育研究会をもち、定例会での課題研究や県外研修において、異校種の教職員が共に学ぶことにより、情報交換を行ったり東かがわ市の人権・同和教育の在り方・進め方等について協議したりして、人権・同和教育の推進を図る。

	平成24年度の主な取組
	就学前研究会（７回）、小・中学校等研究会（10回）を実施し、意見交換、課題研究を行った。小・中学校等研究会では、「小学校６年生　部落史学習共通指導案」を作成した。

また、両研究会合同で先進地研修（１回）を実施した。

	成果及び課題
	　各校施設での取組みについて意見交換することで、相互研鑽ができ、課題研究を実施することで共通認識が図れた。

	今後の取組
	　研究を継続実施し、各校施設での問題提起や情報交換することで、各校施設間の人権教育の内容の充実を図る。また、両研究会の合同研修を実施することで、異校種間の連携を図る。


【施策】規範意識を養い、生涯にわたって学び続ける意欲の育成
	事　業　名
	内　　　　　容

	規範意識向上事業

（学校教育課）
	「授業態度チェックカード」「あいさつ運動」等を実施し、各学校で実施する道徳教育の中で規範意識向上への取組を行う。

	平成24年度の主な取組
	児童会・生徒会主体の｢あいさつ運動｣の実施に継続して取り組んでいる。授業態度については、県教委作成｢さぬきっ子学びの三訓｣を利用したり、各校で児童生徒の実態に応じてチェックを行ったりして指導している。また、学校活動全体を通じて、特に学校行事を規範意識向上のチャンスと捉えて指導を徹底させている。

	成果及び課題
	　各校それぞれの取組が児童生徒の意識化につながり、改善が見られている学校もある。小中学校の教員に、子どもたちを９年間のスパンで指導するという意識が生まれてきており、連携しながら進めている学校もある。

	今後の取組
	　継続して実施する。今後、統合する学校については、統合後新規計画を作成して取組む。


	学習意欲向上事業

（学校教育課）
	　中学校全校が「校内一斉漢字テスト」等の導入により、生徒の学習意欲の向上を図る。

	平成24年度の主な取組
	ほぼ全ての小・中学校で漢字・計算テストや漢字検定等を実施した。クラスマッチ方式や個に応じた級別テスト、合格シールや校長表彰等を導入し、楽しんでできるように工夫して取組んだ学校もある。間違った答えは必ず直させ、基礎・基本の確実な定着を図ると共に、達成感を味わわせ、意欲を高めることにつなげた。

　学習指導については、教員を複数体制にし、児童・生徒の意欲を高め、理解に導く「見える化」や「体験」を意識した授業の導入など個に応じた指導の充実を図っている。

	成果及び課題
	　個々の児童生徒に力が付いてきており、学習に取り組む意欲を高めることにつながった。

	今後の取組
	　継続して実施する。


【施策】いじめや問題行動に対するサポート体制の整備
	事　業　名
	内　　　　　容

	スクールカウンセラー・心の教室相談員配置事業

（学校教育課）
	いじめ等の問題行動等に対応するため、児童の臨床心理に関して高度かつ専門的な知識・経験を有する者を各小･中学校に配置し、いじめ等の問題行動等の早期発見・早期対応や未然防止に努める。

	平成24年度の主な取組
	県から派遣されているスクールカウンセラー２名が、小・中学校を巡回した。

白鳥小学校に生徒指導推進員を１名配置した。
また、心の教室相談員１名を配置し、３中学校を巡回した。

教育支援センターのネットワーク支援事業として、常勤・非常勤のスクールソーシャルワーカーや非常勤臨床心理士が希望する各施設に訪問し、個別面接、個別支援、保護者面接等を行った。

	成果及び課題
	白鳥小学校配置の生徒指導推進員は、１日４時間、週３日の勤務で、校内の巡回等を行い、問題行動等の早期発見に努めた。
また、心の教室相談員は各中学校につき週１回、３時間の勤務で、生徒の悩み相談だけでなく、保護者・教職員との相談・連携支援により、いじめ等の早期対応や未然防止に役立っている。

また、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等による個別面接では、問題を抱えた児童生徒に対して、学校と情報交換を行いながら早期に対応し、継続した面接を行うことで、児童生徒の心の安定を図ることができた。

	今後の取組
	学校内での問題行動等に適切に対処するには、早期発見・早期対応が益々重要になってくる。学校及び教員や教育支援センターと連携して必要な対応を図るとともに、より適切に対応できるよう、相談員等の増員について検討する。


	東かがわ警察署管内学校・警察相互連絡制度連絡会事業
（学校教育課）
（少年育成センター）
	学校・警察相互連絡制度の円滑な実施を図るため、東かがわ警察署生活安全課、東かがわ市立小･中学校代表者が集まり情報交換等を行う。

	平成24年度の主な取組
	月1回、さぬき・東かがわ地区生徒指導連絡協議会に参加し、
さぬき市・東かがわ市の生徒指導主事（高校）、さぬき警察署、東かがわ警察署との情報交換を行った。
各小・中学校から、少年育成センター補導員（以下補導員という）として１名選出していただき、各種団体等から選出された補導員と一緒にグループを作り、「土曜デー」「夏祭り」「秋祭り」「夏期夜間」の補導等を実施した。
市少年育成センター主催で６月と１２月に東かがわ警察署生活安全課職員を招いて補導員研修会を開催した。

	成果及び課題
	小・中学校生徒指導主事との研修会での各校やさぬき及び市少年育成センターによる情報交換は有意義であった。
グループ補導への参加者は延べ９６名（出席率　７８．０％）であった。
補導員研修会では情報交換のほか、東かがわ警察署職員の方の講話もあり、参加者にとっては東かがわ市の青少年の実情を知る機会にもなった。

	今後の取組
	今後も、年２回の補導員研修会を実施し情報交換を行うとともに、各小・中学校との連携を図り青少年の健全育成に努めていく。


【施策】不登校の子ども等の教育機会についての支援

	事　業　名
	内　　　　　容

	ふれんど教室開設事業

（教育支援センター）
	不登校児童生徒への集団への適応、情緒の安定、基礎学力の補充、基本的生活習慣の改善を目指し、個に応じた支援により学校復帰を支援し、不登校児童生徒の社会的自立を目指す。

	平成24年度の主な取組
	コミュニケーション能力や自己肯定感を育むため、個別支援や小集団での体験活動を行った。
保護者への支援として、親の会の他に個別の保護者面接を行い、保護者のストレスの軽減を図った。
入級希望がある不登校児童生徒のいる家庭を定期的に訪問し、ふれんど教室の紹介や保護者への面接等を行った。
新入級の際と学期に１度、在籍校とのケース会を行った。

	成果及び課題
	体験活動では、自分の意見を提案して行動できる場面や、互いに協力し助け合う場面が多く見られるようになった。自分の得意な面を生かし、率先して動く子どもの姿も見られた。
保護者への個別面接を通して、保護者が落ち着くことで、保護者と子どもとの関係がよくなり、子どもの状態にも良い変化が見られた。
家庭訪問を継続することで、保護者や子どもが相談しやすい関係を築けるように努めたが、対象となる子どもには会えないこともあり、関係を築くことの難しさを感じた。
ケース会では支援方法や役割について話し合うことで、情報交換や役割の見直しなどを行うことができた。

	今後の取組
	さまざまな体験活動を継続して行い、子ども同士が自発的に意見を出し合い、行動し、一人一人が活躍できる場を設ける。
対象児童生徒とのより良い関係を築けるよう、他機関との連携を図りながら、今後とも面接や家庭訪問などを継続していく。


【事務点検評価委員の意見、提言】

　　子ども会育成事業や道徳教育の推進事業をはじめ、人権尊重の視点に立った教育
の推進などによって成果を上げている。これからも、子どもたちがルールや法律を
守り、豊かで康らかな心と健やかな身体をもつことができるよう、その育成に一層
取り組んで欲しい。あわせて、自分に厳しく、相手にはやさしく、そして「夢と志」
を持って未来を拓いていくよう、各方面から促して欲しい。特に、規範意識は学校
だけで育まれるものでなく、家庭や地域、特に家庭教育のなかで育まれる部分が大
きい。教員のみならず家庭の意識の向上も求められており、関係各課が連携して取
り組みを強化すべきものと考える。

スクールカウンセラー・心の教室相談員配置事業については、複眼的かつ細心の
対応ができていることは高く評価できる。現在、いじめや体罰問題などで全国的に
教育委員会のあり方が問われている。求められているのは、規範意識と人権意識の
高揚である。学校との連携を強め、現場の声を把握し、万が一不測の事態が発生し
たときは、組織全体で取り組むことが必要である。

本市では、サポート体制や人権啓発など適切な対応はできているが、いつ何が起
こるかは分からない。子どもたちの相談には専門性が求められるが、その一つのツ
ールとして、法務局人権擁護部から各校に配布している子ども人権SOSミニレター
の活用も求められる。一層の工夫改善を望む。


２－③　「人づくり」に応じる教職員の能力・資質の向上を図る

【施策】教員が子ども一人一人に向き合う環境づくり
	事　業　名
	内　　　　　容

	快適な職場環境推進事業

（学校教育課）
	学校訪問や目標面談の際に、校務の改善や教職員のメンタルヘルスについて、指導・助言等を行い、「教職員が働きやすい職場」づくりを推進する。

	平成24年度の主な取組
	学校訪問時の保健室訪問において、養護教諭より教職員のメンタルヘルス面についても情報交換を行っている。

校務の改善については各学校で取り組むと共に、各校から市教委への届出書類等について、負担軽減のため見直しを行った。

	成果及び課題
	各学校から市教委に届け出る｢教材使用届出書｣について、これまでの教材毎別葉から一覧形式に改め、各校1枚の届出とし、事務量の軽減を行った。

また、授業時数報告や各種の調査等についても、計算式を入れた様式をデータ配布し、各校での入力箇所軽減に努めた。

	今後の取組
	継続して取り組む。


【施策】研究・研修等への支援

	事　業　名
	内　　　　　容

	指導主事派遣事業

（学校教育課）
	市内幼・小･中学校の要請を受けて、授業研究等の際に指導・助言を行う。

	平成24年度の主な取組
	　要請を受け、幼稚園、小・中学校に指導･助言等に出向いた。また、要請があった場合には、研究授業や研究発表の事前の相談も受けた。

	成果及び課題
	　新指導要領の全面実施に伴い、指導内容や教材が変わっているので、新学習指導要領の趣旨に則った指導・助言を行うことで、今日的課題に即した研究となった。

	今後の取組
	今後も要請を受け、指導・助言を行うとともに、研究授業の事前検討会や教材作りの場にも依頼があれば協力を行う。


	教員研修事業

（学校教育課）
	県教育委員会等の実施する各種研修会との連携を図りながら、市独自にパソコン研修、小学校外国語活動研修、初任者研修、中堅教員養成研修等を実施する。

	平成24年度の主な取組
	平成２１年度から始めたパソコン研修を３年目となる今年度、これまで未受講だった教員を集め、夏季休業中に実施した。実習と講話で、情報セキュリティについての意識を高めた。

初任者研修は、各対象初任者につき２回ずつ実施、授業参観と指導・助言、学級経営上の悩みについての助言等を行った。

また、市で配置している特別支援教育支援員の研修を行った。

	成果及び課題
	パソコン研修は、平成２１～２４年度で市内教職員の悉皆研修とした。平成２４年度の研修の設定により、市内のほぼ全ての教職員が受講できたことは、情報セキュリティへの意識を高める上で有効であった。

初任者研修については、県教育センターが行う初任者研をより効果的に実施することにつながった。

特別支援教育支援員研修については、実際にどのような支援をすることが望ましいか、教職員との連携の仕方などについて小グループで話し合う場を設定しており、支援員の資質向上に役立っている。

	今後の取組
	パソコン研修は、教職員の悉皆研修は終了したが、転任者、新規採用者への研修の実施について、検討していく。

県教育センター等が実施する小学校外国語活動研修への積極的な参加を促す。

初任者研修は、県教育センターが実施する初任者研修を効果的に活用し、授業参観、学習指導案の見直しや授業の細案の検討を今後も継続する。

中堅教員養成研修は、県教育センターや義務教育課、保健体育課などが行う研修を効果的に活用し、指導技術や知識をさらに高めていく。
特別支援教育支援員が、前年度より増えているため、グループ別研修では、グループ数や指導者の人数を増やし、支援員の個別相談に対応できるように研修を行う。


	幼稚園新任研修会事業

（子育て支援課）
	　幼稚園教諭の新任と新しく採用された臨時職員に対し、市独自で保育参観研修やパソコン講習会等を実施する。

	平成24年度の主な取組
	幼稚園及び保育所の新採職員（正規・臨時とも）を対象に、６月から１２月までに全８回の研修を行った。ふりかえりができるよう、各回終了後にレポートの提出を課した。

	成果及び課題
	幼保新規採用（正規）職員６名及び先輩保育士の研究保育のあと、全員で討議を行うとともに、指導員等から幼保一元化及び心構え等の講義を受けた。各回とも、全ての受講者からレポートの提出があった。レポートについては、担当指導員に写しを送付した。

	今後の取組
	継続して実施し、実践を通してスキルアップを図る。


	現職研修指導員派遣事業

（新規）
（子育て支援課）
	　幼稚園から要請を受け、研究保育、公開保育、現職教育の際に指導、助言を行う。

	平成24年度の主な取組
	現職研修指導員３名配置し、要請を受け、１施設 年間４回程度派遣した。

研究課題をもとに、研究保育や職員の資質向上にかかる指導、助言を行う。

	成果及び課題
	園長ＯＢが指導員となり、就学前教育、保育指針に沿った指導、助言を行うことで、研修や現職教育の充実が図った。

	今後の取組
	今後も要請を受けて指導、助言を行う。


【施策】教員評価制度の充実
	事　業　名
	内　　　　　容

	教員評価推進事業

（学校教育課）
	　学校評価によって各学校の教員全体を評価し、学校教育に対する信頼を確保して教員の資質を向上させる。

	平成24年度の主な取組
	学期ごとに教員、児童生徒を中心とした自己評価を実施している。年度途中の中間評価においては当初の重点目標の達成状況の確認、改善方法等を検討し、年度末には学校関係者評価を実施し、その結果を各学校のホームページで公表した。
  教員の資質向上を図ることを目的として、校長との目標面談を実施している学校もあり、教員一人一人が学校経営への参画意識が高まるように努めた。

	成果及び課題
	自己評価（中間評価含む）や目標面談等を継続して行うことで、教員自身が指導方法を工夫・改善したりするなど教員の意識が高まり、資質向上につながっている。

	今後の取組
	継続して実施する。


【施策】学校評価の充実とその結果に基づく学校運営の改善
	事　業　名
	内　　　　　容

	学校関係者評価事業

（学校教育課）
	　各学校の学校関係者評価委員会において、教育活動等の成果の検証とその客観性・透明性の確保を通じて学校運営の改善と発展を目指す。

	平成24年度の主な取組
	学校関係者評価委員には、各学校における行事等の案内や学校だより等を通して情報発信に努めた。
　また、各学校において年度末に学校関係者評価を実施し、その結果を教育委員会に報告するとともに、学校のホームページで公開した。

	成果及び課題
	各学校が自校の課題を把握することで、次年度の重点目標を設定し、教育計画の作成に生かすことができた。また、学校のＨＰ等で公開することで学校・家庭・地域をつなぐ一方策とすることができた。

	今後の取組
	　継続して、学校関係者評価を実施し、多様な視点から各学校の教育活動について検証する。


【施策】学校評議員制度の活性化
	事　業　名
	内　　　　　容

	学校評議員制度の活用事業

（学校教育課）

（子育て支援課）
	地域に開かれた信頼される学校づくりを目指し、説明責任を果たすために多様な分野からの評議員の人選を行い、学校運営の活性化を図る。

	平成24年度の主な取組
	小中学校では、１０校から３９名の学校評議員が推薦され、委嘱し、学校だより等を送付し、学校訪問、行事等に招いた。また、評議員会を開催し、年度当初に学校運営の方針や学校行事、取り組み等について意見を求めた。また、年度末には評価書を提出し、学校に対する評価を行った学校もある。
幼稚園では、７幼稚園から２０名の学校評議員が推薦され、委嘱し、行事、研修、研究保育等に招き、教育内容の検討及び地域や家庭との繋がりを密にした。また、評議員会は年間３回開催し、意見や評価をいただいた。

	成果及び課題
	　小中学校では、学校行事について、学校評議員に積極的に周知し、参加を求めることで、より地域の方との協力連携を深めた。
幼稚園では、園の取り組みに関する意見や協力を得るとともに、地域の方との結びつきも広げることができ、地域の情報も生かした特色ある幼稚園教育が実践できた。

	今後の取組
	継続して、多様な分野、幅広い年齢層の評議員の編成に努め、学校・園の運営方針の活性化や地域と連携した学校づくりのための意見を求める。


【事務点検評価委員の意見、提言】

　教員の意識改革をはじめ教職員の能力・資質の向上を目的とした事業は、工夫を
こらしており、成果が上がっているものと思われる。ただ、教師の勤務は過酷であ
り、その解消は大きな課題である。しかし、先生＝忙しいのイメージも少しずつ改
善されており、引き続き、子どもたちに向き合う環境づくりに取り組んで欲しい。その上で、教職員が教育に誇りと気概を持って取り組んでいただきたい。

また、学校評価の充実とその成果に基づく学校運営の改善、学校評議員制度の活
性化が必要である。


２－④　特別なニーズに対応した教育を推進する
【施策】特別支援教育の充実
	事　業　名
	内　　　　　容

	特別支援教育支援員の配置事業

（学校教育課）
	各学校の実態に応じて、特別に支援が必要な児童生徒に対して特別支援教育支援員を配置する。

また、上記支援員を対象として特別支援教育についての研修会を行い、支援体制の充実を図る。

	平成24年度の主な取組
	年度末に特別に支援を要する児童生徒の調査を行ったり、学校訪問を適宜行ったりすることで各学校の児童生徒の実態把握に努め、必要数の支援員を配置した。また、支援員の資質向上のため県教委、香川東部養護学校及び市内療育センターから講師を招聘し、研修会を実施した。

	成果及び課題
	特別支援教育支援員の配置により、支援を要する児童生徒への適切な個別支援が充実し、学級全体が落ち着いて学習ができる環境となっている。
　特別支援教育支援員の資質向上及び日々の支援に生かすための研修会を行うことで、児童生徒の理解や具体的な支援の在り方について学ぶことができた。
  しかし、支援を必要とする児童生徒が増えてきているため、多様な支援に対応できる支援員が必要となってきているのが課題である。

	今後の取組
	支援員の適切な配置を検討し、研修会を引き続き実施できるように取り組む。


	障がい児支援事業

（子育て支援課）
	障がいを持つ子と毎日関わっている障がい加配教員を対象とした研修会を実施し、障がいに関する知識、障がい種別に応じた対応策や子どもへの指導方法を取得する。

	平成24年度の主な取組
	児童状況調査、園訪問等により各幼稚園の実態把握に努めた。モデル的に設置した幼保障がい加配検討会での指導、助言を基に、幼稚園８名、保育所７名の障がい加配職員を配置した。

学校教育課主催（９月）の特別教育支援委員研修会に１３名の障がい加配職員が参加し、幼児への対応に関する指導を受けた。

	成果及び課題
	また、特別に支援が必要な幼児については、個別指導計画を作成し、支援体制を整えた。

専門機関との連携により、幼保障がい児加配判定委員会を設置し、幼児の特性や発達に応じた指導を受け、加配配置の明確化に努めた。

	今後の取組
	継続して実施し、支援体制の充実を図る。


	発達障がい支援事業

（学校教育課）

（子育て支援課）
	保護者を対象に発達障がいに関する講演会等を実施し、啓発を進める。また、発達障がい児とその保護者に対して、専門家や保健師等からのフォロー体制を強化する。

	平成24年度の主な取組
	学校教育課では、社会福祉法人恵愛福祉事業団に就学支援業務を委託し、個別知能検査の実施や就学相談及び支援、児童の障がいの状態について、就学前後の施設長及び保護者に対し専門家としての状況説明等を行った。
子育て支援課では、相談支援専門員及び子育て支援相談員の相談支援活動の充実を図った。

	成果及び課題
	　学校教育課では、専門機関である社会福祉法人恵愛福祉事業団と連携することで、就学指導委員会に向けた就学支援・就学相談をより充実することができた。

子育て支援課では、各施設を県巡回相談、県定期訪問を年１回実施するとともに、子育て支援相談員による定期訪問を週１回実施した。定期的な相談支援活動により、一人一人の子どもの成長に応じた長期的な支援につながった。

	今後の取組
	引き続き、社会福祉法人恵愛福祉事業団や教育支援センターと連携し、就学支援・就学相談を充実していく。


【施策】関係機関の連携による子どもの可能性を引き出す教育
	事　業　名
	内　　　　　容

	支援体制整備・運営事業

（教育支援センター）

（少年育成センター）

（学校教育課）

（子育て支援課）
	個々のケースについて、教育支援センター、少年育成センター、子育て支援課、学校教育課が常に情報交換や協議を行い、関係機関とつないだり、今後の方向性を各校・園に指導・助言して、問題の早期発見・早期解決を目指す。



	平成24年度の主な取組

	ケース毎に連絡を取り合い、情報共有と今後の方向性について共通理解した上で対応した。

個に応じた支援体制の一つとして相談活動を実施し、小学生、中学生、高校生には「こども電話相談カード」を、保育所・幼稚園保護者には「子育て電話相談カード」を配布し、子ども、保護者等の相談にあたったり、通常巡回のほか、学校や関係機関等からの要請に応じた管内巡回パトロールを実施した。
少年育成センター、教育支援センターの職員が、非行防止の推進と不登校児童・生徒への早期対応を図るため、年２回、各小・中・高・幼稚園を訪問（交流訪問）した。

虐待防止の観点から、家庭児童相談室相談員が市内の幼稚園・保育所を定期的に巡回する虐待予防パトロールを実施した。

要保護児童対策地域協議会を開催し、情報交換や見守り依頼、関係機関の連携強化を図った。

家庭児童相談室相談員と教育支援センタースクールソーシャルワーカーが合同で、虐待防止パトロールとして、幼稚園・保育所を毎月１回訪問した。

要保護児童対策地域協議会代表者・実務者会を３回開催（うち１回は研修会）し、要保護児童の処遇等について検討するとともに、連携して対応を行った。

教育支援センターと子育て支援課が共働で、月に1回、市内幼稚園保育所への定期訪問を実施し、相談や専門家による診断などを行った。また、社会福祉法人恵愛福祉事業団とも連携し、定期訪問等を行い、支援の継続を図った。各関係機関等とケース会を行った。

	成果及び課題
	定期訪問は市内に定着し、子どもたちの支援を直接また間接的に行うことができた。また、ケース会などで、今後の支援の方向性について、関係機関で共通認識を持ち、支援に生かすことができた。
交流訪問は、非行防止の推進と不登校児童・生徒への早期対応にむけて、各校・園と連携を強める一助となった。

少年育成センターにおける２４年度での相談件数は延べ３件あり、内訳は、継続して相談にかかわっている一般男性の方からの電話による３件であった。子どもに関する相談はなかった。

	今後の取組
	教育支援センターや子育て支援課等において、相談活動を実施しているが、保護者等の相談機関選択肢の一つとして、少年育成センターでも相談活動を実施していく。
少年育成センターでは、学校・関係機関等からの要請に応じていつでも管内巡回パトロールを実施するとともに、非行の未然防止と不登校等への早期対応にむけて関係機関との連携の一つとして、交流訪問を年２回実施していく。
関係機関との連携を強化しながら、ネグレクト、心理的虐待の予防及び対応に関し、相談窓口を一本化し、それぞれのニーズに沿った対応ができるように、相談体制の充実を目指す。


【事務点検評価委員の意見、提言】
　　学校現場において、特別な支援の必要な子どもたちの指導には、さまざまな労苦
があると思われるが、専門機関や関係各課と連携を図りながら、細心の取り組みが
できていると思われる。子どもたちが社会の一員として生きる基盤を持つことがで
きるようこれからも取り組んで欲しい。なお、支援を必要としている児童生徒の増
加において、特別支援教育支援員や教員の増員、資質向上にも尽力願いたい。


２－⑤　社会の変化に対応した教育を推進する
【施策】情報通信技術を活用した情報教育
	事　業　名
	内　　　　　容

	学校ネットパトロール事業

（学校教育課）
	学校に設置しているパソコンのインターネットによるトラブルを未然に防止するため、有害サイト・掲示板等にはアクセスできないようフィルタリングを行う。

	平成24年度の主な取組
	　アクセスするサイトが有害サイトかどうか判断し、ブロックする専用ソフトを学校に設置しているパソコンに導入しており、児童、生徒及び教員が有害サイトにアクセスできないようフィルタリングを行った。

	成果及び課題
	　有害サイトへのアクセスをブロックした実績を、毎月報告を受け、適切にフィルタリングが行われていることを確認した。有害サイトへのアクセスによる問題も発生していない。

　また、毎月、アクセス数上位をパソコンごとに報告を受け、不必要なアクセスが行われていないか確認した。

	今後の取組
	　継続してフィルタリング及びアクセスの確認を行い、適切に実施されているかどうか確認する。


【施策】自然環境保全に配慮した環境教育

	事　業　名
	内　　　　　容

	太陽光発電装置を使った環境学習事業

（学校教育課）
	　全ての中学校に整備した太陽光発電設備を有効に活用し、電力をキーワードとして環境学習に取り組む。

	平成24年度の主な取組
	　３中学校に太陽光発電設備を整備し、環境に対する意識を高め、CO2 削減運動の実践に取り組んだ。

	成果及び課題
	電気使用量を数値化することで、節電意識が向上し、他の活動につながってきている。

	今後の取組
	　継続して実施する。


【施策】国際社会に対応した国際理解教育

	事　業　名
	内　　　　　容

	外国語指導助手配置事業

（学校教育課）
	小学校の外国語活動、中学校の英語科の指導を充実させるために、外国語指導助手を配置する。

	平成24年度の主な取組
	　外国語指導助手（ALT）を活用した授業を実施することにより、教材等の音声からは学ぶことのできない、文化や習慣の違いを体感して、国際理解教育の理解を深めた。

	成果及び課題
	 引田・白鳥・大内３地区に２名の外国語指導助手（ALT）を配置した。
　中学校（３校）・・・２８９回
　小学校（６校）・・・１１１回　　授業でALTを活用した。

	今後の取組
	　小学校５、６年の外国語活動必修化に伴い、一段とALTの重要性が増している。現状は３地区で２名の配置となっているため、中学校とのバランスも考慮して、２名を効率よく配置する必要がある。


	外国に親しむ事業

（子育て支援課）
	幼稚園に外国人の英語講師を迎え、遊びを通して英会話や文化の違いを体感させる。

	平成24年度の主な取組
	季節のイベント、幼児が親しみやすいテーマのもと、遊びの中で楽しく外国語に親しみ、外国文化に触れる機会を提供した。

	成果及び課題
	幼稚園・保育所の４・５歳児を対象に外国人講師1名を派遣した。

幼稚園（５園）・・・２４回　
幼保一体化施設（２園）・・・９回

保育所（２所）・・・６回

	今後の取組
	継続して実施し、外国語に触れる機会、異文化体験を積み重ねていく。


【施策】勤労観、職業観を育てるキャリア教育や職業教育
	事　業　名
	内　　　　　容

	職場体験協力支援事業

（学校教育課）
	中学校の職場体験学習に際して、受け入れ事業所等について各学校へ情報提供し、円滑な実施に努める。

	平成24年度の主な取組
	中学校の職場体験学習受け入れの新規事業所はなかったが、市内２中学校で職場体験を実施した。

	成果及び課題
	　県教委義務教育課と連携し、モデル的に引田中学校区で職場体験学習を実施した。職場体験を行っている中学校では、受け入れ事業所との連携は行っているが、効果的なキャリア教育となるよう、一層の取組の充実が求められる。

	今後の取組
	　全ての中学校で円滑に職場体験が実施できるよう、継続して問題点等を聞き取り、解決の方策を探るとともに職場体験協力事業所を開拓する。昨年度、実施した引田中学校区で職場体験学習の成果を全ての中学校に広げる。


【事務点検評価委員の意見、提言】

　子どもたちが市内の事業所の現状や魅力を学ぶことができる「職場体験学習」が、
一層充実するよう職場体験協力事業所の拡大に努めて欲しい。

情報化をはじめ国際化や環境問題など社会の変化に即応した教育を推進していく

ことは、喫緊の課題である。国際社会の一員として「地球規模でものを考え、何ができるか足元から行動する」ことの大切さを学ぶことができるよう、さらに取り組んで欲しい。また、ますます複雑化している情報社会を学ぶことは、子どもたちのみならず、大人たちも理解する機会があれば良いと思われる。今後も効果的、また、変化に柔軟に対応する取り組みを継続していくことが求められている。


３－①　安全で安心な教育環境を実現する
【施策】学校等の教育施設の空調設備設置による安全・安心な施設環境の構築

	事　業　名
	内　　　　　容

	空調設備設置事業
（学校教育課）（完了）
	児童生徒の体調管理や安心・安全な教育環境の確保のため、空調設備を設置する。

	平成24年度の主な取組
	平成２４年６月に白鳥中学校、９月に小学校４校（本町小、白鳥小、福栄小、三本松小）の空調設備設置工事が完了した。

	成果及び課題
	平成２４年９月までに、空調設備未設置であった５校（白鳥中、
本町小、白鳥小、福栄小、三本松小）の設置工事が終了し、全ての小中学校に整備が完了した。

	今後の取組
	設置工事は全小中学校終了したが、毎年の保守及び清掃を適切に行うことにより、安心・安全な教育環境を維持していく。


【施策】地域のボランティア等との連携による学校内外の安全確保

	事　業　名
	内　　　　　容

	地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業

（学校教育課）
	　各校の見守りボランティア団体を中心とした学校内外における児童の安全確保体制のより一層の充実と防犯教室等の体験的な活動をとおして、子ども自身に危険予測・回避能力を身に付けさせる。

	平成24年度の主な取組
	　登下校中の通学路の安全点検や地域の学校安全ボランティアへの指導、学校で行う不審者想定の避難訓練のアドバイスなどを行った。

	成果及び課題
	　小学校では、地域ボランティアによる集団下校及び低学年の下校時の際の安全面のサポートを得ることができた。危険箇所に立っての見守りや担当地区まで児童とともに歩いてもらう等の活動が、小学校の児童の安全確保や学校の安全管理体制の整備の確立につながった。　　　

	今後の取組
	　各校の見守りボランティア団体の活動を活性化させ、学校の希望により、防犯の専門家に個別に助言を受ける方向で進める。
　大内小学校では、スクールバスや路線バスを利用している児童もいるため、ＰＴＡを中心に主要箇所での見守りなど安全対策を実施するとともに、学校、保護者からの要望箇所を警察や市建設課等の関係機関と現地で点検し、道路改善や表示の設置など安全な環境整備を図る。
各校で警察との連携による不審者対策の防犯教室を実施し、登下校時の危険予測や危険回避の訓練が広まるよう、今後も取組んでいく。

今後も、防災ずきんを活用した避難訓練（地震・津波・火災など）を、各学校の校内で実施する。また、防災の日などに、校外において災害にあった場合の避難先について、近隣自治会の協力の下、市で作成した防災マップを活用して、親子で避難場所や避難ルートを話し合う機会をもつように呼びかける。


	子どもSOS事業

（少年育成センター）
	　子どもたちが登下校時等に、不審者からの声かけやつきまといなどで身の危険を感じた場合に、助けを求めて駆け込める緊急の避難所を設置する。あわせて、子どもたちが登下校中やむなくトイレを借りたり、体調不良のときには保護者に連絡をお願いしたりできる場所でもある。

	平成24年度の主な取組
	「こどもSOS」看板設置者にアンケートを実施し、継続して看板を設置していただけるか、また、子どもたちがどのように「こどもSOS」を利用しているのか確認を行った。

	成果及び課題
	「こどもSOS」利用回数は９２回であり、「トイレの利用」６３％、「電話の借用」１６％、「病気・怪我の対応」５％、その他（お茶をいただく、友達等との待ち合わせ等）１６％であり、不審者が原因で対応していただいた事案はなかった。
高齢化等の理由により、廃止希望が１３件あった。また新規の設置希望は０件であり、平成２４年９月からの「こどもSOS」看板設置数は途中廃止４件と合せて前回より１７件減の２９９件となった。

	今後の取組
	各学校及びＰＴＡとの連携のもと、校区の実情に合わせた「こどもSOS」の設置について、見直していく。


【施策】放課後や週末の子どもたちの体験・交流活動等の場づくり
	事　業　名
	内　　　　　容

	わくわくチャレンジ教室開催事業

｛１－②再掲｝

（生涯学習課）
	学校週５日制で休日となった土曜日に、小学生を対象として、地域住民が講師となって各種教室を開催・運営する。参加している子どもたちが地域の講師や学校・学年の違う子どもたちと交流しながら各種の体験をすることにより、地域の教育力の向上を図る。

	平成24年度の主な取組
	小中学校の児童・生徒１８７名が参加し、料理教室、お茶・お花教室など１４教室を開講した。

	成果及び課題
	児童の自主性や社会性を育てる活動や機会の充実が図られた。
異なる学校、また、異学年の生徒・児童との交流も図られ、さまざまな体験の場を提供することが出来た。
土曜日授業の実施に伴い、受講生の数が減少している。

	今後の取組
	　子どもたちが自主性や社会性を育て、豊かな心を育むよう健全育成に努める。
　土曜日授業と少年少女発明クラブ等、土曜日開催の行事について日程を調整する等、実施方法を検討する。


	少年少女発明クラブ開催事業

｛１－②再掲｝

（生涯学習課）
	子どもたちが科学的な発想のもとに創意工夫に基づく製作活動を行う場を提供し、適切な助言のもとで科学的な見方や考え方及び自主性を育てる。また、作品を完成させる喜びを味わわせることで、豊かな人間形成にも寄与する。

	平成24年度の主な取組
	毎月第２･４土曜日に白鳥本町コミュニティセンターにおいて、会員１９名・指導員１４名で、実施した。
第６８回香川の発明くふう展での入賞に向けて、それぞれが創意工夫を凝らした作品づくりを行った。

	成果及び課題
	第６８回香川の発明くふう展に出展し、香川県発明協会会長奨励賞１名、東かがわ市長賞１名、平賀源内先生顕彰会会長賞１名、香川県発明協会会長賞１名受賞した。
また、団体においては、東かがわ市少年少女発明クラブが奨励賞を受賞した。

	今後の取組
	次代を担う青少年に、「ものづくり」に親しむ環境を整え、ものづくりに携わる人材育成に努める。
本市の先人の偉業等も学習できる機会を検討する。
平成25年度からロボットを主体としたロボット教室を、新たに取り入れ、子どもたちの思考能力・技術能力の向上を図る。
土曜日授業と少年少女発明クラブ等、土曜日開催の行事について日程を調整する等、実施方法を検討する。


	放課後子どもプラン事業｛１－②再掲｝

（生涯学習課）
	学習アドバイザーや安全管理人の確保をはじめ、各教室の内容の充実に努めるとともに、行政と学校、地域、保護者との交流の中で、一層の連携を図る。また、放課後子ども教室(推進事業)と放課後児童クラブ(健全育成事業)の良い面を取り入れながら一体的に実施し、放課後子どもプランの充実を図る。

	平成24年度の主な取組
	引田小学校区では、放課後児童クラブ、子ども教室を一体的に実施した。また、その他４校区では子ども教室のみを実施した。

	成果及び課題
	各教室とも工夫し、充実したプログラムを展開できた。学校から教室までの移動距離が長いところは、危険が多く安全管理員・アドバイザーを中心に、子どもたちの安全には、十分留意し、安全安心な居場所づくりを提供した。また、スタッフを増員し、安全の確保に努めた。今後も特別な支援の必要な児童の加入も考えられ、スタッフの研修、増員が急務となっている。
学校再編に伴い、平成25年度から大内小学校においても、子ども教室が実施される予定であり、施設、スタッフ等の準備を進め、スムーズに事業が行えるよう取り組んだ。

	今後の取組
	参加児童の保護者にこの事業の趣旨について、理解、協力を得、適切な運営を図る。
今後の学校再編を考慮し、教室開催日の増加を見込み、放課後子ども教室コーディネーター及びスタッフの養成に取り組む。


	放課後児童クラブ健全育成事業

｛１－②再掲｝
（子育て支援課）
	放課後の子どもの居場所として、遊具等の充実を図り安全で安心な環境を確保する。今後も待機児童をつくらないことを目指す。

	平成24年度の主な取組
	　大内小学校放課後子どもプラン（児童クラブ）開設に向けた準備、調整及び例規整備を行った。あわせて誉水・丹生小学校放課後児童クラブを廃止した。

	成果及び課題
	　引田小学校放課後児童クラブの実施状況と他の児童クラブの現状を踏まえ、開設時間及び会費を統一するとともに、大内小学校放課後子どもプランの運営方法を決定し、施設整備等を行った。

　さぬき子どもの国の講師を招き、指導員研修を行った。

	今後の取組
	指導員確保に努めるとともに、子どもへのかかわり方、支援の方法について研修を重ね、指導員の資質向上に取り組む。


【事務点検評価委員の意見、提言】

子どもを守り育てる環境づくりの一翼を担っているのが「地域」であるという視
点から、地域ボランティア、学校支援ボランティア等の方々と連携した事業が、着
実に進行しているものと思われる。特に、「子どもＳＯＳ事業」は、子どもたちの
安全にしっかり取り組んでいる点が高く評価できるが、地域によってばらつきがあ
り、今後前向きに検討する必要があるのではないかと思われる。他県では、見守り
ボランティアの方々によって児童が守られた事件が発生しており、本市においても、
何らかの対策を講じる必要性があるものと思われる。

近年の異常気象の中で、早急に空調設備の整備に取り組み、安心安全な環境づく

　りができたことは、評価できる。


３－②　特色ある学校づくりに向けた教育環境を整備する

【施策】計画的な学校再編整備による特色ある学校づくり
	事　業　名
	内　　　　　容

	大川中学校区学校再編事業（完了）

（学校教育課）
	大川中学校区の中学校校舎等の施設整備及び統合小学校校舎等の施設整備を実施する。

	平成24年度の主な取組
	１．統合小学校校舎等建設工事

○大内小学校（校舎・プール等建設）

○大川中学校（体育館・部室・駐輪場等建設）

２．周辺整備工事

○第２運動場・駐車場・多目的棟建設

３．その他の諸準備

○備品購入・引っ越し業務
○通学支援の確定

	成果及び課題
	計画された工事について、すべて予定どおり着工及び完了し、大川中学校関連施設については、平成２４年度中に仮使用を開始した。

さらに、誉水小学校と丹生小学校が統合し、大内小学校が、平成２５年４月に開校した。

備品購入及び引っ越し作業についても予定どおり完了し、通学支援の範囲についても確定した。

	今後の取組
	施設整備は、完了したので、今後は、施設の機能を十分に活用した教育の充実を図る。


	白鳥中学校区学校再編事業

（学校教育課）
	平成18年3月に策定された「東かがわ市学校施設整備構想」に基づき、協議会等を設置して意見集約を図る。

また、この学校再編事業に必要な学校施設等整備構想を検討する。

	平成24年度の主な取組
	

	成果及び課題
	

	今後の取組
	耐震工事、空調設備工事の完了に伴い、今後の検討課題とする。


	幼保一体化事業

（子育て支援課）
	最終目標である幼保一元化に向け、前段階の緊急的な措置として、平成24年度に幼稚園施設の耐震化を目的とした一体化施設の開園を目標とする。また、幼保一元化施設の開園を早期に目指す。

	平成24年度の主な取組
	丹生地区幼保一体化施設（丹生幼稚園・町田保育所）を開園、運用を開始した。また、大内地区幼保一元化施設建設にかかる実施設計書作成（継続）の委託及び保護者説明会を実施した。

	成果及び課題
	丹生地区）開園後、施設の不具合等に対応するとともに、保護者アンケートを実施し、各種会議の検討資料とした。

大内地区）実施設計に当たって、施設整備検討会で協議を重ねた。
　　　　　運用については教育・保育内容検討会を設置し、保護
　　　　　者説明会を２か所で行った。

	今後の取組
	大内地区一元化施設建設工事に着手する。
子ども・子育て支援新制度導入のための諸準備を行う。


【施策】学校図書館の整備
	事　業　名
	内　　　　　容

	学校図書館司書と図書整備事業

（学校教育課）
	　引田小･中学校の学校図書館に図書館司書を配置し、学校図書館運営を支援する。また、地域のボランティアや読み聞かせグループとの連携を図りながら児童生徒の読書活動推進を図る。

	平成24年度の主な取組
	　引田中学校区に続き、平成２５年４月の大内小学校開校に伴う、
小中共用図書館整備のため、大川中学校区に１名の学校図書館支援員を配置した。

	成果及び課題
	　小中共用図書館整備のため、３校（大川中、誉水小、丹生小）の蔵書整理をはじめ、スキルアップのための研修に参加することにより、スムーズな図書館整備を行う事ができた。

	今後の取組
	　小中共用の学校図書館に支援員を配置することで、円滑な図書館運営が期待できるため、その特性を生かしながら、児童生徒の図書館活用を促進していく。


【施策】教材、教具の充実による適切な学習環境づくり
	事　業　名
	内　　　　　容

	指導書等配布事業

（学校教育課）
	学習指導要領の改訂により、新たな教科書に対応した教師用指導書を配布し、教員の指導力向上を図る。

	平成24年度の主な取組
	平成２５年度新設の大内小学校の開校に向けて、丹生小学校と誉水小学校の二校の教師用指導書数の確認と調整、その他の学校においても年度末に教師用指導書の過不足の調整を行い、新年度各校に不足が生じないように備える。

	成果及び課題
	大内小学校の開設による小学校の統合に向けて教師用指導書の過不足の調整を行い、次年度に引き継ぐことができた。少人数指導などにより教師用指導書が必要な学校もあると考えられるので、年度初めに再度調整を行うことが必要である。

	今後の取組
	今後、教科書の改訂が行われるまでの数年間は、各学校において学級数の増減により教師用指導書の過不足が生じるので、教師用指導書の過不足調査を行い、適切に配布する。


	教材・教具整備事業

（学校教育課）
	　児童生徒への学習指導をより充実させ、効果的に学力を定着させるため、新１年生に算数セットを配布するなど必要な教材・教具の整備を行う。

	平成24年度の主な取組
	　市内７小学校の新１年生２４０名に対し、算数セットを配布した。また、市内小・中学校において、各学校の要望に基づき、理科教育設備等の教材・教具の整備に努めた。

	成果及び課題
	　各学校における教材、教具の整備状況に応じた整備を実施しているものの、限られた予算の中でより効果的・効率的に教材・教具を整備するためには、中・長期的な見通しをもった教材・教具の整備計画の検討が必要である。

	今後の取組
	　引き続き、予算の充実に努め、各学校の教材整備状況に応じた教材の整備を段階的に進め、学習環境の充実に努める。
平成２５年度以降は、災害の発生に備え、市内小学校の新１年生に防災ずきんを配布する。


【事務点検評価委員の意見、提言】

　　「東かがわ市学校施設整備構想」に沿って、学校再編事業に取り組み、特色ある
学校づくりに努めていることを評価したい。特に、地域住民の期待が高まる中で、
引田中学校区に続き大川中学校区の再編を計画通り進め、実施できたことは高く評
価できる。大内地区幼保一元化施設建設工事など、本市の教育環境は他市に比べて
も恵まれている。当初の混乱や問題が生じることもあろうが、現場と連携しながら、
校内図書館や教材、教具の充実など、教育環境の整備に一層努めていただきたい。




















































































































































































基本方針３ 子どもたちの安全・安心を確保するとともに、質の高い教育環境を整備する
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基本方針２ 個人の人格を尊重しつつ能力を伸ばし、社会の一員として生きる基盤を育てる
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基本方針１　地域全体で教育の向上に取り組む
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